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2040年に向けた高等教育のグランドデザイン

（答申）

平成 3 0 年 1 1 月 2 6 日

中央教育審議会
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とができるよう、国は学校基本調査等を用いた基本的なデータの整理を行うことが必要であ

る380

（国が提示する将来像と地域で描く将来像）

人口減少がより急漣瞑進むこれからの 20年間においては、地方における質の高い教育機

会の確保が大きな課題となる。現状においては、全体としての学生数は増加する一方で、私

立大学の約4割が定員割れとなっている。我が国においては、私立大学が多く、かつ、小規

模の大学が多いのが特徴であり、特に小規模な大学が多い地方において学生確保が厳しくな

っている。今後、産業形態が一極集中型から遠隔分散型へと転換する想定の中では、地方に

おける高い能力を持った人材の育成に期待がかかっている。これは教育界だけの課題ではな

く、産業界を含めた地方そのものの発展とも密接に関連する課題である。そういう意味では、

高等教育の将来像を国が示すだけではなく、それぞれの地域において、高等教育機関が産業

界や地方公共団体を巻き込んで、それぞれの将来像となる地域の高等教育のグランドデザイ

ンが議論されるべき時代を迎えていると考えられる。

この場合に、その地域の単位は、各高等教育機関が結びつきの強い地域を中心に、歴史や

文化に裏打ちされた、経済圏や生活圏といった関わりや、昨今の国際化の状況も踏まえて捉

えることが適切である。その際は、必要な関係者と議論していく必要がある。

そのために、地域の高等教育機関が高等教育という役割を越えて、地域社会の核となり、

産業界や地方公共団体等とともに将来像の議論や具体的な連携・交流等の方策について議論

する「地域連携プラットフォーム（仮称）」を構築することが必要である。各高等教育機関は

地域の人材を育成し、地域の行政や産業を支える基盤である。これを十分に機能させていく

ためには、常に地域において何が必要とされているのか、地域に対して当該高等教育機関が

何を提供できるのか、等の観点についての情報共有と連携が欠かせない。「地域連携プラット

フォーム（仮称）」においては、 18歳の伝統的な人材育成ニーズのみならず、リカレント教

育、共同研究の在り方、まちづくりのシンクタンクとしての機能など幅広い観点を議論する

場とする必要がある。その際には、地域の高等教育機関の経営戦略が重要であり、学長等、

トップの力量と覚悟が求められる。

「地域連携プラットフォーム（仮称）」を構築する際には、地域の高等教育機関を中心とし

て、地方公共団体、産業界等が積極的に関わり、その果たせる役割も含め、当該地域の高等

教育のグランドデザインを提示していくことが重要である。

38その他、 jSTATMAP;などの統計GIS（地理情報システム）を用いたデータの活用方法を紹介することも検討。
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And-D CO.,LTD.

『徳山大学』
公立化および学部・学科に関する

受容性把握調査
最終報告書

2020年11月2日

株式会社リクルートマーケティングパートナーズ

株式会社アンド・ディ
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And-D CO.,LTD.

経済経営学部

経済経営学科

情報科学部

情報科学科

人間健康科学部

スポーツ健康科

学科

人間健康科学部

看護学科

人間健康科学部

福祉学科

新学部学科

いずれか

意向あり

▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

(n=2977) (n=2977) (n=2977) (n=2977) (n=2977)

受験意向あり・計 782人 583人 642人 661人 585人 1,678人
上記のうち「入学したい」 204人 122人 175人 213人 143人 565人

上記のうち「入学したい・計」 696人 512人 567人 593人 513人 1,516人
(n=2537) (n=2537) (n=2537) (n=2537) (n=2537)

受験意向あり・計 688人 494人 526人 530人 464人 1,425人
上記のうち「入学したい」 180人 104人 135人 169人 103人 457人

上記のうち「入学したい・計」 613人 430人 462人 475人 402人 1,280人
入学したい・計＝入学したい＋入学を検討 定員数 160 50 80 80 30

経済学部

現代経済学科

経済学部

ビジネス戦略学

科　経営コース

経済学部

ビジネス戦略学

科　知財開発

コース

経済学部

ビジネス戦略学

科　スポーツマネ

ジメントコース

福祉情報学部

人間コミュニケー

ション学科

現学部学科

いずれか

意向あり

▼ ▼ ▼ ▼ ▼

(n=2977) (n=2977) (n=2977) (n=2977) (n=2977)

受験意向あり・計 639人 557人 407人 495人 590人 1,128人
上記のうち「入学したい」 134人 101人 71人 110人 116人 297人

上記のうち「入学したい・計」 587人 502人 370人 458人 525人 1,025人
(n=2537) (n=2537) (n=2537) (n=2537) (n=2537)

受験意向あり・計 571人 473人 352人 406人 480人 949人
上記のうち「入学したい」 122人 80人 60人 87人 83人 237人

上記のうち「入学したい・計」 524人 427人 321人 373人 426人 859人
入学したい・計＝入学したい＋入学を検討 定員数 80 50 20 80 50

進学希望者

大学進学

希望者

大学進学

希望者

進学希望者

［新学部学科］

受験意向×入学意向

［現学部学科］

受験意向×入学意向

受験意向者数・入学意向者数
▶回答者全体3384人のうち

•大学・短期大学・専門学校への進学希望者は 2977人 全体の88.0％

•大学への進学希望者は 2538人 全体の75.0％

※大学＝大学(4年制・6年制)＋専門職大学(4年制・6年制)

▶『公立化した徳山大学』の受験意向は…

• 進学希望者のうち、新学部学科のいずれかについて

「受験意向あり・計（受験験したい+検討してもよい）」 1678人 全体の46.6％

▶『公立化した徳山大学』への入学意向は…

• 受験意向あり・計のうち、 『公立化した徳山大学』の新学部学科のいずれかについて

「入学したい」 565人 全体の16.7％

• いずれの学部学科についても、「入学したい」とする人数が予定の定員数を大きく上回る

•大学進学希望者に限定した場合でも、「入学したい」人数は予定の定員数を十分に上回る

『徳山大学』公立化および学部・学科に関する受容性把握調査 20
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徳山大学公立化の検討に係る事業所等アンケート 

調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周南市 企画部 企画課 公立大学推進室 

令和２年 10月 
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問１１．公立化にあたり、若者の地元定着や地域産業の発展のため、新たな学部学科を設置する必要

はあると思いますか。※現在は経済学部と福祉情報学部があります。 （ｎ＝120） 

事業所に「新たな学部学科設置の必要があるか」伺ったところ、「ある」が 60.8％と最も多く、

次いで「わからない」が 28.3％、「ない」が 6.7％、と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１２．公立化にあたり、新たな学部学科を設置する場合、周南市にとってどのような学部が必要と

考えられますか。※2つまで回答可 （ｎ＝112） 

事業所に「新たな学部学科を設置する場合、周南市にとってどのような学部が必要か」伺ったと 

ころ、「理工」が 49.1％と最も多く、次いで「看護・医療」が 28.6％、「情報技術」が 27.7％、「商

学・経営」が 13.4％と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある, 60.8%

ない, 6.7%

わからない, 

28.3%

無回答, 4.2%

4.5%

13.4%

3.6%

1.8%

28.6%

7.1%

9.8%

49.1%

8.9%

2.7%

1.8%

27.7%

2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

法律・政治

商学・経営

外国語
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地域政策

観光

国際

情報技術

その他

【資料3】

－学生確保（資料）－7－

FMV
ハイライト表示
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○厚生労働省告示第四百三十号

健康増進法（平成十四年法律第百三号）第七条第一項の規定に基づき、国民の健康の増進の総合的

な推進を図るための基本的な方針）平成十五年厚生労働省告示第百九十五号）の全部を次のように改

正し、平成二十五年四月一日から適用することとしたので、同条第四項の規定に基づき公表する。 

  平成二十四年七月十日 

厚生労働大臣 小宮山洋子 

国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針 

 この方針は、21 世紀の我が国において尐子高齢化や疾病構造の変化が進む中で、生活習慣及び社会

環境の改善を通じて、子どもから高齢者まで全ての国民が共に支え合いながら希望や生きがいを持ち、

ライフステージ（乳幼児期、青壮年期、高齢期等の人の生涯における各段階をいう。以下同じ。）に

応じて、健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を実現し、その結果、社会保障制度が持続可能な

ものとなるよう、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な事項を示し、平成 25 年度か

ら平成 34 年度までの「二十一世紀における第二次国民健康づくり運動（健康日本 21（第二次））」

（以下「国民運動」という。）を推進するものである。

第一 国民の健康の増進の推進に関する基本的な方向

一 健康寿命の延伸と健康格差の縮小 

我が国における高齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、生活習慣病の予防、社会生活を営

むために必要な機能の維持及び向上等により、健康寿命（健康上の問題で日常生活が制限される

ことなく生活できる期間をいう。以下同じ。）の延伸を実現する。 

また、あらゆる世代の健やかな暮らしを支える良好な社会環境を構築することにより、健康格

差（地域や社会経済状況の違いによる集団間の健康状態の差をいう。以下同じ。）の縮小を実現

する。 

二 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（ＮＣＤの予防） 

がん、循環器疾患、糖尿病及びＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患をいう。以下同じ。）に対処する

ため、食生活の改善や運動習慣の定着等による一次予防（生活習慣を改善して健康を増進し、生

活習慣病の発症を予防することをいう。）に重点を置いた対策を推進するとともに、合併症の発

症や症状の進展等の重症化予防に重点を置いた対策を推進する。 

（注）がん、循環器疾患、糖尿病及びＣＯＰＤは、それぞれ我が国においては生活習慣病の一つ

として位置づけられている。一方、国際的には、これら四つの疾患を重要なＮＣＤ（非感染性

疾患をいう。以下同じ。）として捉え、予防及び管理のための包括的な対策を講じることが重

視されているところである。 

三 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上 

国民が自立した日常生活を営むことを目指し、乳幼児期から高齢期まで、それぞれのライフス

テージにおいて、心身機能の維持及び向上につながる対策に取り組む。

また、生活習慣病を予防し、又はその発症時期を遅らせることができるよう、子どもの頃から

健康な生活習慣づくりに取り組む。 

さらに、働く世代のメンタルヘルス対策等により、ライフステージに応じた「こころの健康づ

くり」に取り組む。 

四 健康を支え、守るための社会環境の整備 

個人の健康は、家庭、学校、地域、職場等の社会環境の影響を受けることから、社会全体とし

て、個人の健康を支え、守る環境づくりに努めていくことが重要であり、行政機関のみならず、

広く国民の健康づくりを支援する企業、民間団体等の積極的な参加協力を得るなど、国民が主体

的に行う健康づくりの取組を総合的に支援する環境を整備する。 

 また、地域や世代間の相互扶助など、地域や社会の絆、職場の支援等が機能することにより、

時間的又は精神的にゆとりのある生活の確保が困難な者や、健康づくりに関心のない者等も含め

て、社会全体が相互に支え合いながら、国民の健康を守る環境を整備する。 
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令和4年版

厚生労働白書
（令和 3年度厚生労働行政年次報告）

厚 生 労 働 省

―社会保障を支える人材の確保―
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（7）がん患者の治療と仕事の両立の推進
がん医療の進歩により、がんは長く付き合う病気となり、がん患者・経験者が、働きな

がらがん治療を受けられる可能性が高まっている。このため、がんになっても自分らしく
活き活きと働き、安心して暮らせる社会の構築が重要となっている。2016（平成28）年
2月には、企業における治療と仕事の両立支援の取組みを促進するため、「事業場におけ
る治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」を策定した（2022（令和4）年3月改
訂）。第三期の基本計画においても、がん患者の就労支援を含む「がんとの共生」を柱の
一つとして位置づけ、引き続き、がん患者などの就労を含めた社会的な問題について取り
組むこととしている。2017（平成29）年度に、患者自身や就労支援に携わる者が、がん
患者などのおかれた事情を総合的に把握するためのツールとして、「治療と仕事両立プラ
ン」を開発し、2018（平成30）年度より、そのプランを活用した就労支援を行う「がん
患者の仕事と治療の両立支援モデル事業」を実施した。同モデル事業のノウハウを各地に
広めていけるよう、関係者・機関と有機的な連携の下、「がん患者の就労に関する総合支
援事業」などの取組みにより、がん患者の就労支援を一層推進していく。

（8）がん研究の推進
がん研究は、文部科学大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣の3大臣確認の下、2014（平

成26）年3月に「がん研究10か年戦略」を基軸として、健康・医療戦略に基づく医療分
野の研究開発に関する方針を踏まえ、がんの根治を目指した治療法の開発に加え、がん患
者とその家族のニーズに応じた苦痛の軽減や、がんの予防と早期発見、がんとの共生と
いった観点を重視して推進している。また、「ジャパン・キャンサーリサーチ・プロジェ
クト」として、「がん研究10か年戦略」に基づき、基礎研究の有望な成果を臨床研究など
へ導出し、がん医療の実用化を加速させてきた。2019（平成31）年1月より、「今後の
がん研究のあり方に関する有識者会議」を開催し、これまでのがん研究の評価や今後のあ
るべき方向性などを議論し、同年4月に「「がん研究10か年戦略」の推進に関する報告書

（中間評価）」を取りまとめた。本中間評価に基づき、科学技術の進展や臨床ニーズに見
合った研究を推進していく。

	2	国民健康づくり運動の展開
がん、循環器疾患、糖尿病、慢性閉塞性肺疾患（COPD）などの生活習慣病は、日本

人の死因の約5割を占めるなど、日本人の健康にとって大きな課題となっている。また、
死亡のリスク要因を見てみると、喫煙などの個人の生活習慣と、これらと関係する高血
圧、高血糖などが上位となっている（図表8-4-2）。厚生労働省では、2000（平成12）
年から生活習慣の改善などに関する目標を盛り込んだ「21世紀における国民健康づくり
運動」（「健康日本21」）を開始し、一次予防の観点を重視しながら健康増進を図るための
国民運動を進めてきた。その間、2003（平成15）年には、健康増進法が施行され、
2011（平成23）年からは、幅広い企業連携を主体とした取組みとして「スマート・ライ
フ・プロジェクト」を開始するなど、様々な取組みを進めてきた。「スマート・ライフ・
プロジェクト」に取り組む企業・団体・自治体数は420団体（2012（平成24）年）から
6,853団体（2022（令和4）年3月）に増加しており、引き続き参加団体の増加に対する
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取組みを推進していく。2013（平成25）年度からは、「健康日本21」の取組み結果など
を踏まえて、「健康日本21（第二次）」を開始し、健康寿命の延伸と健康格差の縮小を最
終的な目標として掲げた。健康寿命とは「日常生活に制限のない期間の平均」の値を国民
生活基礎調査と生命表を用いて推計したものであり、「健康日本21（第二次）」では、今
後延伸が予想される平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加を目標として掲げている。
2010（平成22）年の健康寿命は男性70.42年、女性73.62年であるが、直近の2019（令
和元）年では男性72.68年、女性75.38年となっており、男性で2.26年、女性で1.76年
延伸している。これは同期間中の平均寿命の延び（男性で1.86年（79.55年→81.41年）、
女性で1.15年（86.30年→87.45年））を上回るものとなっており、引き続き国民の健康
づくりに資する取組みを続けていく。

近 年、 が ん、 循 環 器 疾 患、 糖 尿 病、COPD な ど を 非 感 染 性 疾 患（Non 
Communicable Diseases：NCDs）という概念で一括りにとらえ、包括的な社会政策と
して取り組むことが国際的な潮流となっている。これは、NCDsの発症や重症化は、個
人の意識や行動だけでなく、個人を取り巻く社会環境による影響が大きいため、地域、職
場等における環境要因や経済的要因等の幅広い視点から、社会政策として包括的に健康対
策に取り組む必要があるという考えに基づくものである。「健康日本21（第二次）」の推
進に当たっては、こうした視点に立った対応が求められる。

非感染性疾患対策の重要性が増大していることや、近年の地域保健を取り巻く環境が変
化していることを踏まえ、2012年に「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」を改
正し、地域のソーシャルキャピタル（信頼、社会規範、ネットワークといった社会関係資
本等）を活用して、住民による自助及び共助への支援の推進や地域の特性をいかした健康
なまちづくりの推進を図るなど、地域保健対策の推進の基本的な方向性や重要事項を改め
て示すとともに、2013（平成25）年に「地域における保健師の保健活動に関する指針」
を改正し、地域保健を担う行政保健師が保健活動を行う上で留意すべき事項を示した。本
指針において、各自治体は体系的な人材育成を図ることとされており、2016（平成28）
年3月、「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまとめ」で自治体におけ
る保健師の人材育成体制構築に向けた推進策が示された。これらを踏まえて、自治体保健
師の更なる資質向上及び人材育成体制の構築を推進している。

熱中症予防については、熱中症対策推進会議において、4～9月を熱中症予防強化のた
めのキャンペーン期間と定め、7・8月に留まらずに時期に応じた適切な呼びかけを行う
こととしている。

第2部　現下の政策課題への対応
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理栄養士等の確保や継続的に人材を供給できる体制の整備を進めている。さらに、がん、
腎臓病、摂食嚥下、在宅等、特定の領域別に特化した知識・技術を深めた管理栄養士を育
成するため、管理栄養士専門分野別人材育成事業を実施している。

（2）身体活動
身体活動（生活活動・運動）には、生活習慣病に至るリスクを下げる効果があるため、

厚生労働省では、2006（平成18）年に「健康づくりのための運動基準2006～身体活動・
運動・体力～報告書」（以下「旧基準」という。）と「健康づくりのための運動指針2006
～生活習慣病予防のために～〈エクササイズガイド2006〉」を策定し、これらを活用し
て身体活動・運動に関する普及啓発等に取り組んできた。

2013（平成25）年度から開始した「健康日本21（第二次）」では、①日常生活におけ
る歩数の増加、②運動習慣者の割合の増加、③住民が運動しやすいまちづくり・環境整備
に取り組む自治体数の増加、についての具体的な数値目標を設定している。上記の旧基準
等の策定から6年以上経過し、身体活動に関する新たな科学的知見が蓄積されてきたこと、
国民の歩数の減少等が指摘されており、身体活動の重要性について普及啓発を一層推進す
る必要があること等を踏まえ、「健康日本21（第二次）」の始期に合わせて旧基準の改定
を行い、「健康づくりのための身体活動基準2013」を策定した。

旧基準と異なる主な点は、①身体活動全体に着目することの重要性が国内外で高まって
いることから、「運動基準」から「身体活動基準」に名称を改めたこと、②身体活動の増
加でリスクを低減できるものとして、従来の糖尿病・循環器疾患等に加え、がん、ロコモ
ティブシンドローム（運動器症候群）及び認知症が含まれることを明示したこと、③子ど
もから高齢者までライフステージに応じた基準を検討し、科学的根拠があるものについて
基準を定めたこと、④保健指導の現場で生活習慣病予備群の方々にも安全に運動指導を
行っていただけるよう、保健指導の一環として運動指導を検討する際の具体的な手順を示
したこと、⑤身体活動を推進するための社会環境整備を重視し、まちづくりや職場づくり
における保健事業の活用例を紹介したことである。

また、新たな基準の内容を、指針として国民にわかりやすく伝えるため、親しみやすい
パンフレットを作成し、自治体や団体、個人でカスタマイズして自由に印刷・配布できる
電子媒体で提供することとした（図表8-4-4）。

これらにより、身体活動に関する普及啓発を推進し、「健康日本21（第二次）」の目標
達成に向けて取り組んでいくこととしている。
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第２章

周南市の現状
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２ 平均寿命と健康寿命 

ここで言う健康寿命とは「日常生活動作が自立している期間の平均」のことで、平均

寿命から介護が必要になる（介護保険の要介護度 2～5）期間を差し引いた寿命のこと

です。 

本市の平成 27 年の健康寿命は、男性で 79.3 歳、女性で 83.8 歳となっており、平

均寿命と同様、女性の方が高くなっています。しかし、支援や介護が必要となる期間は、

男性の 1.1 年に対し女性は 2.8 年と長くなっています。 

なお、山口県の平均値と比較すると、男女ともに健康寿命は県平均と同水準ですが、

支援や介護が必要となる期間は男女ともやや短くなっています。 

■周南市の平均寿命と健康寿命（平成 27 年）

平均寿命と健康寿命 （単位：歳、年）

平成22年 平成27年 平成22年 平成27年

周南市 78.9 80.4 86.0 86.6

山口県 79.0 80.5 86.1 86.9

周南市 77.6 79.3 83.0 83.8

山口県 77.7 79.2 83.0 83.8

周南市 1.3 1.1 3.0 2.8

山口県 1.3 1.3 3.1 3.1

資料：平均寿命は厚生労働省生命表、健康寿命は山口県健康福祉部健康増進課調べ

項目 区分
男性 女性

平均寿命
（①）

健康寿命
（②）

支援や介護が
必要となる期間

（①-②）

平均寿命 健康寿命 平均寿命と健康寿命の差

75 80 85 90

男
性

女
性

86.6歳

80.4歳

79.3歳

83.8歳

1.1年

2.8年

（歳）
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第３章 

健康づくりの目標と取組 

（健康づくり計画） 
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１ 健康づくりの基本的な考え方 

 

（１）健康づくり計画の目標と基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前計画期間中の取組により、市民の健康意識が着実に高まりつつある一方で、前計画

策定時に抽出された本市の健康課題の多くは、現在も残っています。本計画においても、

引き続き「ヘルスプロモーション」の考え方に基づき、これら健康課題の解消を図り、

健康寿命の延伸の実現をめざします。 

本市では、前計画期間中、企業、事業所、関係団体等と連携し、いつでも、どこでも、 

だれでも気軽に取り組める健康づくり「しゅうなんスマートライフチャレンジ」に取り

組み、一定の成果を上げることができました。具体的なチャレンジメニューは、社会の

情勢変化等に伴い、必要に応じて見直すことになりますが、本計画期間中においても、

この取組を本市における健康づくりの主要事業と位置づけ、継続することとします。 

なお、現状と課題の整理及びそれに対する具体的な取組の設定にあたっては、健康づ

くりの 6 つの分野（①栄養・食生活 ②身体活動・運動 ③こころの健康と休養 ④歯・

口腔 ⑤たばこ・飲酒 ⑥健康管理）ごとに整理し、生涯を通じた健康づくりを支援し

ます。 

１ 生活習慣の改善

健 康 寿 命 の 延 伸

２ 健康管理の実践

３ 健康づくり支援のための環境整備

基

本

方

針

【健康づくり計画がめざすもの】
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（２）健康づくり計画の体系 

 

※しゅうなんスマートライフチャレンジとは、国が推進する健康寿命を延ばす国民運動

「スマートライフプロジェクト」の一環として、市民が自発的かつ積極的に健康の維

持増進に取り組めることを目的とし、地域、企業、関係団体等と連携して進める「い

つでも、どこでも、だれでも」気軽に取り組める健康づくりチャレンジです。 

◆ １日３食、栄養バランスを考えながら食べよう

◆ 毎食、野菜を食べよう

◆ 塩分をとりすぎないようにしよう

◆ 適正体重を知り、自分に合った食事量にしよう

◆ 日々の生活の中で意識的に身体を動かそう

◆ 自分に合った運動を見つけよう

◆ 積極的に外に出よう

◆ 睡眠による休養の大切さを知り、
    十分な睡眠を取ろう

◆ 自分に合ったストレス解消方法を見つけよう

◆ 適切な口腔ケアを実践しよう

◆ 子どもの時からよく噛む習慣を身につけよう

◆ 定期的に歯科健診を受けよう

◆ たばこの健康への影響を理解し、禁煙しよう

◆ 望まない受動喫煙を防止しよう

◆ 適正な飲酒量を守り、休肝日を設けよう

◆ 年に1回健診（検診）を受け、
    結果を生活習慣の改善につなげよう

◆ 正しい知識を身につけ、生活習慣を見直そう

◆ 妊産婦・乳幼児健康診査を受けよう

行 動 目 標分 野

健

康

寿

命

の

延

伸

基本目標

歯・口腔

こころの健康と休養

たばこ・飲酒

栄養・食生活

身体活動・運動

健康管理

健
康
寿
命
を
延
ば
す
市
民
運
動

し
ゅ
う
な
ん
ス
マ
ー
ト
ラ
イ
フ
チ
ャ
レ
ン
ジ

主な事業
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（２）目標 

 

 

 

 

 

 
◆日々の生活の中で意識的に身体を動かそう 

運動は心臓や肺の機能を高め、筋肉や骨を強くします。また、継続的な運動の実施は

肥満の予防、善玉コレステロールの増加など生活習慣病の予防や、ストレス解消にも大

きな効果があります。 

運動習慣を持たない人も、通勤・通学時の歩行や家事など、日常生活の中での活動量

を意識的に増やすことを心がけましょう。 

 

◆自分に合った運動を見つけ、続けよう 

「運動」と聞くだけで「激しいランニングやスポーツをしないといけない」というイ

メージを持ってしまいがちですが、必ずしも激しい運動をする必要はありません。必要

なのは、身体を鍛えるトレーニングではなく、自分の健康を維持増進する程度の運動で

す。ウォーキングやストレッチなど簡単な運動でよく、大切なのは無理せず継続的な運

動を心がけることです。自分に合った運動を見つけて、週末などの余暇時間に取り入れ

ましょう。 

 

◆積極的に外に出よう 

外に出ることは身体を動かすことにつながります。子どもの時から外遊びの習慣を身

につけ、生涯を通して積極的に外に出るよう努めましょう。 

特に、高齢者の閉じこもりは、身体的生活機能だけでなく、精神的・社会的生活機能

の低下を招きます。介護予防の観点からも積極的に短時間でも外出の機会を増やすこと

が重要です。 

また、歩行速度が速い高齢者ほど生活機能を維持しやすく余命も長いことが知られて

います。日頃から積極的に歩くことで、ロコモティブシンドロームを予防しましょう。 

◆ 日々の生活の中で意識的に身体を動かそう 

◆ 自分に合った運動を見つけ、続けよう 

◆ 積極的に外に出よう 

【資料9】
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看護職の供給数と必要数の差

医療従事者の需給に関する検討会2019（厚⽣労働省）より
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